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1. はじめに 

2011 年 3 月 11 日に三陸沖を震源に地震が発生し，

東日本の各地で大きな揺れを観測するとともに，沿岸

を襲った津波により多くの命が失われた．さらに沿岸

のみならず，河川を遡上し流下した津波が，河川堤防

を越えて沿岸地域に甚大な被害をもたらした．そのた

め，沿岸域における津波防災を考える上で，津波の河

川遡上への対策が重要である．一方，日本海側では活

断層が陸地に近く，地震発生から津波到達までの時間

が短い傾向にあるにも関わらず，津波のデータや記録

は少ない． 

そこで，本研究では日本海側，特に秋田県北部に位

置する竹生川（図-1）を対象に津波の数値シミュレー

ションを行い，実測値との比較検討を行った． 

2. 対象河川 

図-1 は計算領域である竹生川と河口付近の標高を

示しており，図-1中左側の白線の位置からの津波計算

を行った．竹生川は秋田県北部に位置する二級河川で

流域面積が 34.7 km2，流路延長は 12.8 km である．竹

生川流域の地形的特徴としては，河口の両側に位置す

る砂丘と，標高の高い地域に囲まれた水田が挙げられ

る．この水田は，河川に近づくにつれて徐々に標高が

下がっている．また，河川は大きく蛇行していること

が確認できる． 

日本海中部地震時の津波は竹生川流域についても

被害をもたらしており，来襲した津波は河口から 1100 

m の川沿いにある水田へと浸入したのみでなく，さら

に上流の 1800 m 地点まで遡上したとされている 1)． 

3. 計算手法 

本研究では津波の数値計算において直交座標を一

般曲線座標系に変換して非定常平面 2 次元流計算を行

った．基礎方程式を以下の式(1)~(3)に示す． 
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ここで，hは水深，tは時間，uは x方向の流速，vは

y 方向の流速，q は単位面積当たりのカルバード・樋

門・ポンプによる流入量，r は雨量，g は重力加速度，

Hは水位，τxは x方向の河床せん断力，τyは y方向の河

床せん断力，ρは水の密度である． 

その他詳しい計算条件については既往研究 2)に則っ

た内容とした． 

4. 計算結果 

図-2 は津波が図-1 の波形入力位置に到達してから

80 s 後と，1000 s 後の浸水深と流速ベクトルを示して

いる．流速ベクトルについて注目すると，右岸側に位

置する水田では，河川を遡上した津波による影響は少

なく，河口部を含む砂丘の間から流入した津波が直接

流れ込んでいることがわかる．また，引き波について

は河川に沿って流下する様子も見られたが，大半は直

接砂丘間へと戻ることが確認できた．これは第二波以

波形入力位置 
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図-1 竹生川流域の標高 
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図-2 浸水深と流速ベクトル 

〔m〕 

II-76 令和2年度土木学会全国大会第75回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - II-76 -



降も同様であり，河川を遡上する津波が右岸側に流れ

ていく様子はあまり見られず，本河川において河川遡

上が内陸への浸水に与えた影響は小さいと考えられる． 

図-3は本研究の計算結果と，日本海中部地震時の津

波浸水域 1)および津波堆積物分布 3)を重ね合わせたも

のであり，実線部分が実際の津波浸水域を示し，斜線

部分は層厚が約 5~15 cm の砂，泥が堆積したとされて

いる範囲を示している． 

浸水域を見ると，本研究における計算結果の浸水深

が 2~3 m の地点と実際の浸水域がおおよそ一致してい

る．浸水範囲は全体的に大きくなっているものの，そ

の傾向を把握することができた．浸水範囲が大きくな

った原因としては，本研究における計算に土砂の混合

が考慮されていないことが考えられる． 

津波堆積物の分布範囲は，計算結果における浸水深

が 4~6 m の範囲となった．既往研究 4)では堆積土砂の

厚さを浸水深で除した値を土砂濃度として解釈し，デ

ータを分析した結果，上記の定義による土砂濃度がお

おむね 2%で近似できるとして，津波堆積物の層厚に

基づく浸水深の推定を試みている．本研究の結果を土

砂濃度で表すと，最小では 0.8%，最大では 3.8%とな

り整合性のとりうる値であった．また，図-2から，こ

の津波堆積物分布範囲への津波は海から直接流れ込ん

でおり，河川遡上によるものではないと考えられる． 

津波の入力波形を 0.5 倍および 1.5 倍にして計算を

行うことで感度分析を行った．図-4に入力する津波波

形を変化させたときの最大浸水深と実際の浸水域及び

堆積物分布の比較を示す．波形が 1.5 倍になると砂丘

を越え始め，津波が大きくなるにつれて浸水深が大き

くなるという比例関係を確認出来た．しかし，右岸側

の内陸において，波形が 1 倍のとき(図-3)における浸

水深が，0.5 倍のときの 2 倍以上となっていることを

考慮すると，津波が大きくなった場合，内陸ではこの

変化以上に浸水域が拡大する可能性がある．波形が 0.5

倍のときには日本海中部地震の津波堆積物分布範囲の

一部にのみで浸水が見られ，さらに実際の浸水域との

比較では波形が 1 倍のときが最も一致しているため，

計算結果が妥当であることが分かった．また，波形を

0.5 倍にした場合においても，河川経由ではなく海から

直接内陸に浸入しているため，この観点からも河川遡

上が内陸への浸水に与えた影響は小さいと考えられ，

この地域における堆積物調査で発見されている津波堆

積物 5)は日本海中部地震以前のものについても海由来

である可能性が考えられる． 

5. おわりに 

本研究では，竹生川について津波の河川遡上に関す

る検討を行い，以下の知見を得た． 

⚫ 津波浸水域が計算結果とおおよそ一致した．そし

て，その範囲についてシミュレーション結果にお

ける浸水深が 2~3 m の範囲と一致するという傾向

を把握することが出来た．  

⚫ 感度分析の結果から，津波の入力波形が 1倍のと

きに計算結果と実際の津波痕跡がよく一致し，計

算が妥当であることを確認した． 

⚫ 竹生川流域において，津波の大きさが変化しても

津波は直接内陸に流れ込む傾向が強く，日本海中

部地震時の津波堆積物分布範囲においても，海か

ら直接流れ込んだ可能性が考えられるため，河川

遡上によるものではないことが明らかになった． 
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図-3 堆積物分布と浸水域 
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図-4 堆積物分布と津波の大きさを変えた場合の浸水域 
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